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1. 2018年3月期 決算概要
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 総合口座数は260万口座を突破し、さらに顧客数を拡大

10/3 11/3 12/3 13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3

総合口座数
+16.0% 前年比

うち、楽天会員数
55.4％

2,610,549

総合口座

（単位：口座数）
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3Q/15 4Q/15 1Q/16 2Q/16 3Q/16 4Q/16 1Q/17 2Q/17 3Q/17 4Q/17

5,026

預り資産

 顧客層の拡大及び株式市況の回復に伴い預り資産は5兆円突破、前年同期比で+22.6％

外貨建て資産
+26.1% 前年同期比

投資信託
+21.9% 前年同期比

円貨建て資産
+22.4% 前年同期比

*投資信託には外貨建てMMFを含む。*円貨建て資産には投資信託を除く、楽天銀行マネーブリッジ自動スイープ分含む

*外貨建て資産には各種通貨建て預かり金・外国債券・外国株式・海外先物証拠金（ドル建て）を含む

（単位：十億円）
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2018年3月期 連結業況

 営業収益は金融収益の増加等の要因により、前年度比で+19.7％

2017年3月期
（2016年4月~2017年3月）

2018年3月期
（2017年4月~2018年3月）

前年度比
増減率

営業収益 46,687  55,884  ＋ 19.7 % 

純営業収益 44,241  52,709  ＋ 19.1 % 

販売費・
一般管理費

27,495  32,065  ＋ 16.6 % 

営業利益 16,745  20,643  ＋ 23.3 % 

経常利益 16,368  20,079  ＋ 22.7 % 

当期純利益 12,010  13,102  ＋ 9.1 % 

（単位：百万円）



7

2018年3月期 連結販売費・一般管理費

 新規顧客獲得増のため、広告宣伝費は前年度比で増加

 取引ボリュームの回復に伴い、取引関係費が増加

2017年3月期
（2016年4月~2017年3月）

2018年3月期
（2017年4月~2018年3月）

前年度比
増減率

販売費・一般管理費 27,495  32,065  ＋16.6% 

取引関係費 11,064  14,289  ＋29.1% 

（うち広告宣伝費） 1,785  2,840  ＋59.1% 

人件費 3,877  4,193  ＋8.2% 

不動産関係費 1,700  1,652  ▲2.8% 

事務費 4,761  5,073  ＋6.6% 

減価償却費 4,871  5,288  ＋8.6% 

その他 1,219  1,567  ＋28.5% 

（単位：百万円）
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2018年3月期 主要オンライン証券 業績比較

楽天証券
（連）

SBI証券
（連）

松井証券
（非連）

マネックスG

（IFRS）
ｶﾌﾞﾄﾞｯﾄｺﾑ証券
（非連）

営業収益 55,884  116,716  32,210  53,635  24,476  

前年度比 ＋19.7% ＋29.0% ＋16.2% ＋17.0% ＋2.7% 

販管費・
一般管理費 32,065  53,426  11,949  39,853  13,066  

前年度比 ＋16.6% ＋16.3% ＋3.4% ▲1.8% ＋13.3% 

営業利益 20,643  53,570  18,532  9,302  7,934  

前年度比 ＋23.3% ＋41.1% ＋24.1% ＋630.1% ＋5.7% 

経常利益 20,079  53,798  18,632  8,631  7,971  

前年度比 ＋22.7% ＋41.7% ＋23.8% ＋706.1% ＋8.9% 

当期純利益 13,102  36,812  12,908  6,730 6,335  

前年度比 ＋9.1% ＋32.4% ＋20.7% ＋2162.1% ＋5.5% 

*出所：各社開示資料より当社にて集計

*マネックスGはIFRS導入。比較目的の為、営業利益は「営業利益相当額」、経常利益は「税引前四半期利益」を記載

（単位：百万円）
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四半期別決算業況

2018年3月期
前四半期比
増減率第1四半期

（17年4～6月）
第2四半期

（17年7～9月）
第3四半期

（17年10～12月）
第4四半期

（18年1～3月）

営業収益 12,521 12,766 15,164 15,431 ＋1.8% 

純営業収益 11,816 12,004 14,135 14,752 ＋4.4% 

販売費・
一般管理費

7,294 7,596 8,141 9,034 ＋11.0% 

営業利益 4,522 4,408 5,994 5,717 ▲4.6%

経常利益 4,376 4,312 5,835 5,554 ▲4.8%

当期純利益 3,172 2,903 3,857 3,168 ▲17.9%

（単位：百万円）
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連結販売費・一般管理費 四半期推移

2018年3月期
前四半期比
増減率第1四半期

（17年4～6月）
第2四半期

（17年7～9月）
第3四半期

（17年10～12月）
第4四半期

（18年1～3月）

販売費・
一般管理費

7,294 7,596 8,141 9,034 ＋11.0% 

取引関係費 3,091 3,303 3,668 4,226 ＋15.2% 

（うち広告宣伝費） 546 649 704 940 ＋33.5% 

人件費 992 1,054 999 1,147 ＋14.8% 

不動産関係費 412 405 411 421 ＋2.4% 

事務費 1,186 1,180 1,355 1,349 ▲0.4%

減価償却費 1,271 1,308 1,332 1,375 ＋3.2% 

その他 339 342 373 513 ＋37.5% 

（単位：百万円）
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四半期別主要指標比較

2018年3月期
前四半期比
増減率第1四半期

（17年4～6月）
第2四半期

（17年7～9月）
第3四半期

（17年10～12月）
第4四半期

（18年1～3月）

株式売買代金
（単位：十億円）

11,203 11,184 14,531 15,026 ＋3.4% 

信用取引残高
（単位：十億円）

369.7 389.0 431.9 468.5 ＋8.5% 

投資信託残高
（単位：十億円）

714.4 746.7 805.0 827.0 ＋2.7% 

FX収益
（単位：百万円）

1,837 1,175 2,114 2,149 ＋1.7% 

（単位：百万円）

*楽天証券単体数値

*投資信託残高は株式投信、国内外ETFを含み、外貨MMFを除く
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2018年3月期 主要オンライン証券 主要指標比較

楽天証券 SBI証券 松井証券 マネックスG ｶﾌﾞﾄﾞｯﾄｺﾑ証券

株式売買代金
（単位：十億円）

51,943 111,228 35,423 16,768 27,872

前年度比 ＋28.5% ＋20.2% ＋2.6% ＋25.9% ＋18.4% 

信用取引残高
（単位：十億円）

468 1,001 337 205 336

前年度比 ＋32.6% ＋25.2% ＋19.6% ＋23.7% ＋13.5% 

投資信託残高
（単位：十億円）

827 1,675 8 397 165

前年度比 ＋19.2% ＋26.6% - ＋8.8% ＋7.6% 

FX収益
（単位：百万円）

7,274 5,536 745 2,513 1,483

前年度比 ▲13.0% ＋11.2% ＋138.8% ▲27.3% ▲6.0% 

*出所：各社開示資料より当社にて集計

*当社及びSBI証券のFX収益は単体数値,マネックスGは日本セグメント数値。

*SBI証券の投資信託残高には、上場投資信託、MMF、中国ファンド及び対面口座分の預かりを含む

*当社投資信託残高は株式投信、国内外ETFを含み、外貨MMFを除く
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32.5%

34.1%

12.2%

11.1%

13.1%

18.1%

39.2%

34.1%

2.9%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年3月期

2017年3月期

収益の分散化状況

*割合は当社単体数値

株式
デリバティブ

投資信託
債券 金融収益FX その他
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2. 2018年3月期 事業の状況
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国内株式売買代金

 国内株式売買代金は国内株式市場の回復及び顧客数の増加に伴い前年度比+28.5％

51,943 

12/3 13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3

（単位：十億円） 国内株式売買代金
+28.5% 前年度比
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2017年3月期 2018年3月期

（単位：百万円）

その他 +16.8% 前年度比
・先物オプション手数料
・海外先物手数料
・商品先物手数料

株式 +13.4％前年度比
・国内株式委託手数料
・外国株式委託手数料
（いずれもETF含む）

15,669

17,825

委託手数料

 委託手数料は手数料引き下げの影響もあり前年度比+13.8％

+13.8%
前年度比
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国内株式 委託個人売買代金シェア

 国内株式の委託個人売買代金の業界シェアは16.4％

*株式個人委託売買代金は二市場１，２部等+ETF及びRIET売買代金

*出所：東京証券取引所開示資料及び各社ウェブサイト上での公開情報により当社集計

SBI証券

松井証券

クリック証券

マネックス証券

ｶﾌﾞﾄﾞｯﾄｺﾑ証券

その他二市場の個人委託売買代金等
に対する各社のシェア

2017年4月～2018年3月 16.4%

35.1%

11.2%

8.8%

7.0%

5.3%

16.2%
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投資信託

 投資信託残高は堅調に積みあがり、前年度比+22.0％

 投資信託販売額は前年度比+68.8％

投資信託残高・販売額推移 投資信託残高推移

出所：各社ウェブサイト等での公開情報をもとに弊社にて指数化
*楽天証券投資信託残高及び販売額には国内外MMFを含む国内外ETFを除く。

*SBI証券は上場投資信託、MMF、中国ファンド及び対面口座分預りを含む
*マネックスGは日本セグメントの数値、投資信託は株式投信、外国投信、公社債投信（外貨建MMFを含む）の合計

660.6

506.3

14/3 15/3 16/3 17/3 18/3

投信残高 投信販売額

投資信託残高
+22.0% 前年度比

(単位：十億円）
421 

1Q/11 4Q/11 3Q/12 2Q/13 1Q/14 4Q/14 3Q/15 2Q/16 1Q/17 4Q/17

楽天証券

SBI証券

マネックスG

ｶﾌﾞﾄﾞｯﾄｺﾑ証券
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2,556 

1,272 

14/3 15/3 16/3 17/3 18/3

取扱本数 内ノーロード数

（単位：本数）

+152本
前年度比

2,741 

1,856 

14/3 15/3 16/3 17/3 18/3

販売手数料
+42.1% 前年度比

信託報酬
+12.7% 前年度比

（単位：百万円）

投資信託関連収益

投資信託

投資信託取扱い本数

 投信信託関連収益は前年度比で22.9％増加

*投資信託関連収益は単体数値 *取扱投資信託本数から外貨建てMMFは除く
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投資信託

 つみたてNISA開始により設定件数は大幅に増加し、前年同期比144.4％増

積立設定件数推移

564,970

3Q/14 4Q/14 1Q/15 2Q/15 3Q/15 4Q/15 1Q/16 2Q/16 3Q/16 4Q/16 1Q/17 2Q/17 3Q/17 4Q/17

積立設定件数

+144.4% 前年同期比
（単位：件数）

NISA口座
積立設定件数

338,085件

つみたてNISA
積立設定件数

96,058件
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7,274 

14/3 15/3 16/3 17/3 18/3

▲13.0% 前年度比

（単位：百万円）

FX

 相場の影響により、FX収益は減収となり、前年度比13.0％減

FX収益推移FX取引数量推移

(単位:百万枚)

*1枚=1万通貨

14/3 15/3 16/3 17/3 18/3

310.3
▲10.0% 前年度比

*売買代金、FX収益ともに楽天証券単体数値
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IFAビジネス

 IFA経由の顧客は順調に増加。顧客預り資産は3月末に3,200億円突破

IFA経由顧客預り資産残高IFA顧客数推移

23,911 

12/3 13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3

+30.6% 前年度比

(単位：IFA顧客口座数)

322.6

12/3 13/3 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3

+32.8% 前年度比

(単位：十億円)
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３．戦略施策

FinTech

TradingAssets

Global
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楽天経済圏におけるグループ連携

 楽天経済圏を通じたグループ連携を推進
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楽天グループの金融ビジネス

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ事業 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ証券 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ銀行
電子ﾏﾈｰ事業

投資助言・代理業
投資運用業

生命保険業

保険販売代理
香港

FX事業

オーストラリア
FX事業

マレーシア
ネット専業証券

100% 100% 100% 100%

100%

100%

100% 100%50%100%

損害保険事業

100%

*2018年4月26日時点

https://hoken.rakuten.co.jp/
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3. 戦略・施策

a.アセットビジネス

b.トレーディングサービス

c.フィンテック

d.海外事業
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アセットビジネス ～投資の大衆化にむけて～

 投資の大衆化＝より広い層が投資・資産形成に参加する環境づくりを推進

制度活用投資の第一歩

サポートツール 情報提供

 ＮＩＳＡ

 つみたてＮＩＳＡ

 iDeCo

 楽天グループ連携

 ポイント投資

 １００円投資サービス

 スマホウェブ最適化

 ロボアドバイザー

 ファンドアワード

 トウシル

＋
新サービス

リリースを

今後も予定

オフラインマーケティング（IFA･TPM)
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楽天銀行との口座連携 「マネーブリッジ」

 ユーザー数は前年同期比35.8％増、利用残高は同比48.3％増

『マネーブリッジ』サービス 取扱い実績

520 

633 

0

100

200

300

400

500

600

700

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

550

利用残高

マネーブリッジユーザー数

マネーブリッジユーザー数
+35.8% 前年同期比

利用残高
+48.3% 前年同期比

ユーザー数
（単位：千人）

利用残高
（単位：十億円）
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楽天グループでのポイント連携

楽天証券取引による
楽天スーパーポイント付与

楽天スーパーポイントに
よる投資信託購入（振替）

楽天証券取引による
銀行取引優遇

銀行取引による
ポイント付与

貯まる・使える

投資信託

ポイント買付
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楽天証券取引による楽天スーパーポイント付与

 証券取引に応じた楽天スーパーポイントを、特典としてお客様に付与

各種証券取引による手数料に対し１％相当のポイント付与
（大口優遇条件に該当する場合は２％相当のポイント付与）

月末時点の投資信託残高に応じて、毎月ポイントを付与
投資信託

資産形成ポイント

楽天銀行との口座連携サービス「マネーブリッジ」をお申込みの
お客様に、取引または残高に応じたポイントを付与
（＋銀行での振込手数料無料化等、取引優遇プログラム）

iDeCo残高に応じたポイントプレゼント（キャンペーン）
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楽天スーパーポイントでの証券取引

 「楽天スーパーポイント」を、投資信託購入代金の全額、または一部に充当できる
サービスを、2017年8月末より提供開始

 『100円投資』サービスと合わせ、初心者の投資へのハードルを大きく引下げ

投資初心者層・若年層の投資参加を強力に推進

楽天市場での
お買い物など

楽天証券での
お取引

ポイントが
貯まる！

投資
信託

貯まったポイントで
100円から投信購入
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40.1

％

16/4Q 17/1Q 17/2Q 17/3Q 17/4Q

初回取引人数

初回取引人数(ポイント投資)

ポイント投資の利用状況

 投資信託の初回取引時、ポイント投資の利用割合は約4割に増加

投資信託 初回取引人数
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22.6%

39.3%

38.1%

NISAの状況 （2018年3月末時点）

NISA口座に占める新規顧客
（2018年3月末）

当社新規顧客** 

291,730口座

新規顧客のうち
投資経験あり

新規顧客のうち
投資経験なし

** 楽天証券がNISA口座開設受付を開始した2013年3月30日以降に資料請求を行い、
且つ2018年3月末時点においてNISA口座を開設している口座数

＜NISA口座 男女別（2018年3月末）＞

＜NISA口座 年代別（2018年3月末）＞

*累計稼動口座数・稼働率は2018年3月末までに取引を行った人数累計
*口座数からはジュニアNISAを除く、つみたてNISAを含む

68.3% 31.7%
シ

ェ

ア

男性 女性

7.9% 25.7% 28.9% 19.4% 12.3%

5.8%
シ

ェ

ア

20代 30代 40代 50代 60代 70代以上

20代

15%

30代

34%
40代

27%

50代

15%

60代

7%

70代

以上

1%

NISA
口座数 521,530

累計稼動口座 275,103
（累計稼働率） 52.7%

稼働口座数 171,332
（稼働率） 32.9%
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61.4% 38.6%

男性 女性

17.6% 40.1% 30.5% 9.9%

1.7%

0.1%
20代 30代 40代 50代 60代 70代以上

つみたてNISAの状況

 2018年1月制度開始のつみたてNISAは、長期投資が可能な事から40代までの若い層が多
く制度利用。つみたてNISA口座全体の口座開設者の88％超を占める

＜つみたてNISA口座 男女別（2018年3月末）＞

＜つみたてNISA口座 年代別（2018年3月末）＞

＜つみたてNISA口座買付金額上位銘柄＞

No 銘柄名

1 ひふみプラス

2
楽天・全世界株式インデックス・ファンド
（楽天・バンガード・ファンド（全世界株式））

3
楽天・全米株式インデックス・ファンド
（楽天・バンガード・ファンド（全米株式））

4 eMAXIS Slim 先進国株式インデックス

5
＜購入・換金手数料なし＞
ニッセイ外国株式インデックスファンド

楽天証券が選ばれる理由
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iDeCoの状況

 iDeCo（個人型確定拠出年金）の加入者は順調に増加

 保有投資信託残高に応じて楽天スーパーポイントをプレゼント

iDeCo口座数の推移

※国民年金基金連合会や事務委託先金融機関（信託銀行）が設定する口座管理手数料等が別途発生します。
過去に加入・移換・運営管理機関変更された方もすべて対象となります。

iDeCoで保有する投資信託残高に応じて
最大150ポイントプレゼントキャンペーン

90,980 

0
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20,000

30,000

40,000
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iDeCoの状況

 iDeCo専用スマホサイトの提供開始（4月29日より）

 iDeCoの個別ファンドの詳細情報や運用資産推移、掛け金配分設定・変更・スイッチング
も専用スマホ画面で可能に

iDeCo運用資産と個別ファンド情報をスマホから確認
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トウシル

 2017年7月に、楽天証券初のオウンドメディア『トウシル』サイトをスタート

 投資初心者の方にも分かりやすい情報配信で月間のユーザーは80万超え

ユーザー数

80万超

記事合計

1万件

毎日配信

10記事以上
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IFAビジネスについて

 準富裕層・富裕層をターゲットとするB2B2Cビジネス

 金融商品仲介業の制度を活用

お客様

総合取引口座

IFA

金融商品仲介業

契約の媒介、各取引の

申し込みの取次ぎ

注文提案
（仲介業）

取引（コミッション）
ベースの報酬支払い

注文

取引ベースの
手数料支払いIFA 法人

（IFA）

口

座

開

設

・

資

産

預

入

説明・勧誘

お客様

金融商品仲介
業務委託契約

口

座

管

理

・

金

銭

有

価

証

券

の

受

渡

注文

各種サポート
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IFAビジネスの状況

 2008年10月のサービス開始以来、事業基盤は堅調に拡大。預り資産は3,200億円突破

IFA 契約アドバイザー数・顧客預り資産推移

契約IFA社数 81社
契約アドバイザー数 860名

（3月末現在）

契約アドバイザー数

（人）

預り資産

（十億円）

預り資産残高
アドバイザー数
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無料事前説明会開催
2018.5/12（土）26（土）
2018.6/9  （土）23（土）

IFAビジネスの進化

 お客様のニーズに沿った高度な資産運用コンサルタントを育成のため、2018年7月から
ファイナンシャルアドバイザー・ビジネススクールを開講

楽天証券ファイナンシャルアドバイザー・ビジネススクール

＜実力の講師陣＞
基礎コース

野尻哲史 先生
フィデリティ退職･
投資教育研究所 所長

その他の科目も、知識
と経験を兼ね備えた
一流の講師陣をお招き
しております。

浅井秀一 先生
有限会社
ストックアンドフロー
代表取締役

実践コース

英国の金融制度改革と
日本のFAの役割

科目名

ライフプランニング・
リスクと保険

科目名

顧客満足度向上
につながる行動経済学

科目名

山口勝業 先生
一橋大学大学院
国際企業戦略研究科
非常勤講師
イボットソン・アソシエイツ・
ジャパン株式会社 取締役会長

欲求喚起の黄金則と
資産形成の最適化

科目名

清水英孝 先生
リスクマネジメント
ラボラトリー株式会社代表取締役
MDRT代理店分会 会長

世代別で考える
ポートフォリオ運用管理

科目名

後藤順一郎 先生
アライアンス・
バーンスタイン株式会社
運用戦略部
マネジング・
ディレクターAB未来総研所長
兼 DC・NISA推進室長
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3. 戦略・施策

a.アセットビジネス

b.トレーディングサービス

c.フィンテック

d.海外事業
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トレーディング ～投資の高度化にむけて～

 投資の高度化＝最高のトレーディング環境の提供に向けた施策を推進

コスト最適化 ラインナップ

スマホツール

 PTS・SORサービス

 手数料引き下げ

<日本株>

- いちにち定額10万円以下無料化

- 超割手数料大幅引き下げ

<米国株>

- 売買手数料大幅引き下げ

 IPO（引受業務）強化

 外国市場取扱銘柄強化

 海外ETN取扱開始

 iSPEED 200万ダウンロード

＋
新サービス

リリースを

今後も予定
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PTS・SORサービス 提供開始

 2017年12月に、PTSでの現物取引サービスを開始

 チャイエックス・ジャパンとSBIジャパンネクストの国内PTS2大市場に接続する業界初の
サービス。東京証券取引所と合わせ、3市場間で最良な価格を取得、注文執行するSOR

（Smart Order Routing) 機能を提供

東京証券取引所

チャイエックス・ジャパン

SBIジャパンネクスト

お客様

SOR有効注文

SOR判定

自動で株価を比較し

有利な条件の市場で注文を執行

通常注文
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PTS・SORサービス 効果

 現物取引売買代金のうち、77%の注文がSOR注文によるもの（2018年3月）

 当社SOR注文によるPTSでの約定割合は12％を占め、2.78ベーシスポイントの価格改善
（2018年3月）

*売買代金ベース、当社調べ3月 3月(内訳)

1,384
（十億円）

3月現物取引売買代金 PTS割合

東京証券

取引所

PTS

88％

12％ 2.78bps改善
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「超割コース」における「大口優遇」手数料体系　（税抜）

現物取引（税抜）

取引金額 旧手数料 新手数料

5万円まで 90円 0円

10万円まで 90円 0円

20万円まで 180円 100円

50万円まで 238円 238円

100万円まで 426円 426円

150万円まで 509円 509円

3,000万円まで 806円 806円

3,000万円超 851円 851円

現物取引（税抜）

取引金額 旧手数料 新手数料

5万円 139円 50円

10万円 139円 90円

20万円 185円 105円

50万円 272円 250円

信用取引（税抜）

取引金額 旧手数料 新手数料

10万円 360円 90円

20万円 360円 135円

50万円 360円 180円

50万円超 360円 350円

日本株式 取引手数料等引き下げ 「超割コース」

 2017年12月、「超割コース」手数料体系を見直し、現物取引1回の取引金額が5万円まで
は手数料50円へ、信用取引も細かい手数料体系を新設し、全ての価格帯の手数料を引下げ

 「大口優遇」判定条件と手数料も引下げに

「超割コース」手数料引き下げ 「大口優遇」手数料等

信用取引：取引金額にかかわらず0円
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IPO（引受業務）強化

 お客様からのIPO取扱いのご要望にこたえるため、2018年より引受業務を本格再開

 2017年(1月～12月)の新規上場会社は90社と年々増加

0

10

20

30

40

50

60 IPO取扱実績 件数推移

強化
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スマートフォン・タブレットサービスのラインナップ

Line up

スマートフォン Web アプリケーション

資産状況 投資信託 つみたてNISA iDeCo
ラップ

(ロボアド)
国内株式 FX 先物OP

楽天証券 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

SBI証券 ○ ✕ ✕ ✕ ✕ ○ ○ ○

松井証券 ○ ○ ○ ✕ ○ ○ ○ ○

カブドット
コム証券 ○ ○ ✕ ✕ ✕ ○ ○ ○

マネックス
証券 ○ ○ ✕ ○ ○ ○ ○ ○

 スマートフォンWebの最適化を実施、スマートフォンユーザーの取引をサポート

* 3月末時点 各社開示資料より当社調べ
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スマートフォンアプリ「iSPEED」

 スマートフォン向けアプリ“iSPEED”シリーズは、2018年3月に累計200万ダウンロードを
突破

スマートフォンアプリダウンロード数推移 各取引におけるスマートフォン利用者の割合*

4Q/16 1Q/17 2Q/17 3Q/17 4Q/17

（単位：ダウンロード数）

+24.5% 前年同期比 2,092,563

(iPad)

44.3%

65.9%

74.2%

4Q/12 4Q/13 4Q/14 4Q/15 4Q/16 4Q/17

国内株式

先物・オプション

FX

*スマートフォンにて注文したユニークユーザ数をもとに弊社にて集計
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外国株取引の状況

 2017年9月より米国株式・ETF取引手数料を大幅に引下げ、1取引あたりの最低手数料を5

ドル、上限20ドルへ

米国株式取引 約定件数及び稼動顧客推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

16/4Q 17/1Q 17/2Q 17/3Q 17/4Q

約定件数 稼動客



50

3. 戦略・施策

a.アセットビジネス

b.トレーディングサービス

c.フィンテック

d.海外事業
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FinTech

 楽天グループ内の連携を強化し、FinTech分野での活動を拡大

Big Data / AI ブロックチェーン

RegTech

楽天FinTech Fund

 Chatbot サービス

 AIニュース

 ビッグデータ分析

 証券コンソーシアム

 ログインパスワードの廃止

 売買審査

 KYC

ロボアドバイザー

 楽ラップサービス

 IFAラップサービス
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ロボ・アドバイザー 楽ラップ

 契約数、残高ともに順調に増加。残高は300億円を突破

 2017年11月より積立サービスを開始し、手軽に「時間分散投資」が可能に

楽ラップ積立は1万円から1円単位で可能*

※積立をご利用いただくには、事前または同時に楽ラップをお申込み（最低10万円）いただく必要があります。
積立のみをご利用いただくことはできません。

毎月自動で追加投資で手間いらず

積立をする日（積立指定日）は、10日または25日
（休業日の場合は翌営業日）から選択可能

31,109 

28,514 
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40,000
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契約件数
（単位：件）

残高
（単位：百万円）

契約件数
前年同期比+140.6％

契約残高
前年同期比+181.1％
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ロボ・アドバイザー 楽ラップ

 楽ラップは各社が提供するロボ・アドバイザーのなかでも、好運用効率を維持

 シャープレシオは高い水準を継続

*集計期間：2016年7月～2018年2月

*各社開示情報から月次データを使用し、当社集計
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AIの活用 チャットボットシステム

 お客様サポート機能の強化のため、AIを利用したサポートチャネルを展開

楽天証券

Chat AI
(楽天ｸﾞﾙｰﾌﾟAI)

対話ログ

AI学習

利用状況

新たなお客様とのチャネルを用意することで、

お客様問い合わせに迅速な対応を目指す

チューニング
再学習

チャット管理ツール

・顧客の問い合わせ傾向の測定

・チャットボットの理解力を測定

・チャットボットの利用状況を算出

・間違った回答の検知と再学習

・学習させるQAの追加登録や削除

LINE
2018年5月末
公開予定

Web

Page
2018/夏
公開予定

スマホ

Page
2018年夏
公開予定

チャット
プラットフォーム

システム
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AIの活用 AI自動生成ニュース配信

 2017年12月より、企業の決算開示情報を基に、AI（人工知能）が業績ニュースを自動生
成・配信するサービスを開始

 企業の決算開示と同時に業績・財務情報を

確認可能

 PTS（私設取引システム）取扱開始によ

り、企業の決算開示が集中する15時以降、

ニュースを確認してからの取引が可能に
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証券コンソーシアム発足

 分散台帳技術（DLT）を活用した業界横断の取り組みとして、証券会社を中心に共同で
「証券コンソーシアム」を設立

 金融システムの安定性と効率性を高めるため、本人確認（KYC）の標準化やマネーロンダ
リング対策（AML）などの実証実験を行い、成果を最大限活用していく

本人認証

KYC
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3. 戦略・施策

a.アセットビジネス

b.トレーディングサービス

c.フィンテック

d.海外事業



58

海外展開

 アジア・パシフィック地域に、FXおよび株式ブローカレッジ分野での進出

楽天証券香港

FX（リテール）事業
2015年9月現地FX会社の買収によ
り事業開始

FX（リテール）事業
2016年8月現地FX会社の買収に
より事業開始

Rakuten Trade (Malaysia）

マレーシア株ブローカレッジ
現地大手証券との合弁により
2017年5月事業開始

Rakuten Securities Australia
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Rakuten Trade社

 Rakuten Trade社は2017年5月の事業開始以降、口座数及び取引売買代金共に順調に増加

 今夏以降、新サービスを順次リリースし、マレーシア国内での取引の拡大を行っていく

Rakuten Trade社 口座開設及び取引売買代金推移
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マレーシア FinTech of the Year グランプリ受賞

 Rakuten Trade社がマレーシア経済発展に貢献した最も革新的なフィンテック企業を
称えることを目指し開催された、「マレーシアFintech Awards 2018」にて、
「Fintech Company of the Year」を受賞
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本資料に記載されている事項は、当社のご案内の他、事業戦略等に関する情報の提供を目的とした
ものであり、当社の発行する株式もしくは親会社である楽天株式会社の発行する株式、その他の有
価証券への投資の勧誘を目的としたものではありません。本資料に記載された意見や予測などは資
料作成時点での当社の判断であり、その情報の正確性を保証するものではありません。様々な要因
の変化により、実際の業績や結果とは大きく異なる可能性があることを御承知おきください。文中に
記載の会社名、製品名は各社の登録商標または商標です。

楽天証券株式会社

金融商品取引業者：関東財務局長（金商）第195号、商品先物取引業者、銀行代理業許可：関東財務局長（銀代）第302号、確定拠出年金運営管理機関 登録番号774

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、日本商品先物取引協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会




